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Message from Ambassadors

「ジョージアの地経学的重力」というお題から少し
外れるように見えるが、ジョージアを語る大前提とし
て、จ化や歴史の要Ҽを念頭におくことが重要である。

ジョージアは独自のจࣈや言語を有し、長い歴史の
中でݻ有のจ学や統舞གྷ、ポリフォニー（多声音ָ）
を育み、絶えずそれらを命ݒけで守り続けてきた。

日本でもジョージアのจ化がঃ々に知られるように
なってきている。2022年11月ʙ2023年２月、ๅ௩Վ
ܶで、13世لのジョージアを舞台とした物語が܁り広
げられた。日本ではジョージアの৯事やワインจ化も
注目され、またジョージア出のಢϊ心、թ牙ؙ、ࠇ
海といった３人の関取も有名だ。統・歴史・จ化を
重んじることは日本とジョージアの共通点のひとつと
してあげられるだろう。

トϞχイΩϧ
ジョージアを理解するうえで、もうひとつの大切な

ことは、地理的な条件である。ジョージアは、アジア

とヨーロッパのそれͧれのจ明がぶつかる要衝に位置
している。จ化も民族も宗教もҟなる多༷性にむ地
Ҭだ。ジョージアはݹくから、こうしたڥの中でप
辺地Ҭの情報に絶えず注意をい、ଞ国に対してΦー
プンで、ଚ重し合う方を؏いてきた。自分たちのจ
化を継ঝしてきたൿ݃は「共生（トϞニイキル）」にあ
ると言えよう。टトビリシを見ても、わずか数100
メートルݍ内にϞスク・シナゴーά・教会などがྡり
合わせにある。

歴史をৼりฦれば、宗教や民族的多༷性にう衝突
は多々あった。ジョージアはその地理的な特徴から多
くのԸܙを得た分、多くの脅威にもࡽされてきた。そ
のなかでഓわれたのは、チャレンジを乗りӽえるਫ਼ਆ
と、અ々のہ面を国益の最大化につなげるྫྷ੩なஅ
力である。टトビリシにそびえる「ジョージアの母」
の૾がࠨ手にഋを、そしてӈ手に剣を持っている姿は、
まさにฏ和と戦いのいずれをも経験したことで得たਫ਼
ਆを表している。

ジョージアのΦープンでಁ明性のある国ฑは、地政
学にも反өされている。それは近年面することに
なったさまざまなチャレンジをػに、よりいっそうݦ
ஶとなった。

世界ۜ行の「%PJOH�#VTJOFTT�2019」で190か国中
６位のධՁをडけたジョージアでは、税制や僚制
が簡қ的で、きわめて良好なビジネスڥが整ってい
る。また、自由қ協定などにより౦の多くの経済
にアクセスが可能であるが、このように、多くのݍ
国々・地Ҭと交বし合意にࢸることができたのは、ઌ
に述べたとおり、国のこれまでの歩みに大いに関わり
があろう。ジョージアは、ソ連からの独立後、近代的
なテクϊロジーや制を、पりの国々よりも早いஈ֊
で、行政に組み込むことに成功した。地Ҭでの協調性
を重視し、新しいものを好ح心Ԣに取り入れる、こ
れがジョージアの特性である。

国際的なධՁにおいては、ϔリテージ財団の「2022
年経済自由指数」で世界26位に、トランスペアレ
ンシー・インターナショナルの「腐敗認識指数2022」
では世界41位（ヨーロッパのトップ20入り）にランク
するなど、ஶしい進歩をげている。
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経済成長が著しいジョージア
このような政策や方針が功を奏し、2021年、2022年

と２年連続で経済成長率が２桁台を記録した。メディ
アではこの状況を、ウクライナ危機を引き合いに「漁
夫の利」と表現したが、２年連続でこのような数字を
出している点をみると、むしろジョージアの経済体制
が危機に対して強靭であることが明確になったと言う
べきである。さらに、債務残高の対GDP比は、2020
年は60％だったが、2021年は43％に、2022年は39％
にまで減少している。しかし、10.4％という高いイン
フレ率（中銀は引き締め策をとり、政策金利を11％に
設定）は困難な課題として存続している。

経済成長の背景には、海外からの直接投資（FDI）
の急増と、ジョージアをハブとした物流額の急増が要
因にあるといえる。2022年のFDI対前年比増加率は
100％（コロナパンデミック発生直前の2019年度に対
する同72％）に達したが、内47％を欧州連合からの投
資が占めている。

新たな国際秩序が構築されようとしているなか、
ジョージアはかつてないほど求心力を高めている。物
流量は対前年比で、鉄道が20％、港湾が12.8％上昇し
た。昨年の貿易総額も30％以上の成長を記録した。
ジョージアは積極的な電力輸出を始めているが、特筆
すべきはその電力が再生可能エネルギー由来のいわゆ
るクリーンエネルギー中心であることだ。ジョージア
の電力は85％が水力を中心とした再生可能エネルギー

由来である。「ジョージアと協力すると自ずと脱炭素化
に貢献できる」という国際的な注目を浴びるようになっ
てきた。

当然のことながら、このような経済環境の裏には外
交的な努力がある。ジョージアは決して武力解決は行
わないと決め、厳しさの増す地域情勢においては

「Peaceful Neighborhood Policy」を掲げ、地域に
おける平和の推進に徹している。多くの国際的な企業
がジョージアでのビジネス開設のために、また多くの
人材が新たな活動の拠点を求めジョージアに流入して
いる。ジョージアとの国境に多くのロシア人が並ぶ様
子が報道され、懸念の声が高まったのは記憶に新しい
が、実際は、ジョージアが昨年受け入れたロシア人の
数はコロナ前のそれにはるかに及ばず、その懸念は杞
憂と言えよう。

一方で、ジョージアは現在も領土の20％がロシアに
占領されているという厳しい問題を抱えている。この
ような状況でも、平和的解決を求め、国の発展を優先
させ、今できることに最大限注力している。

EU加盟に向けて
また、対外政策の観点から言えば、ジョージアは明

確にEUとNATO加盟への道筋を歩んでいる。これも
場当たり的な政策でそうなったのではなく、歴史的な
裏付けによって自分たちのアイデンティティーをヨー
ロッパに見いだしていることが反映された決断である。

出所：Invest in Georgia
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ジョージア国民の80％以上がEU加盟の道を支持して
いる。昨年、３カ国が同時にEUへの加盟申請を行っ
たが、そのなかでジョージアはウクライナとモルドバ
と異なり候補国ステータスを取得できなかった。しか
し、2023年２月初旬の欧州委員会による３カ国の評
価では、６つの評価カテゴリーの３つの項目において
ジョージアが首位だった。

我々のEU加盟が実現すればEUで最も東の国とな
る。ここで、EUとジョージアとの距離や関係がもうひ
とつ注目すべきポイントとなる。ロシアによるウクライ
ナ侵略の後、ジョージアがその経由地となる中央回廊
の役割が、物流とエネルギー安全保障といった観点か
ら非常に重要になってきているのだ。2022年７月、欧
州委員会委員長はアゼルバイジャンを訪問し、EUと
アゼルバイジャンの間の「エネルギー分野における戦
略的パートナーシップに関する新たな覚書」に署名し
た。12月にはルーマニアのブカレストで、欧州委員会
委員長が同席のもと、ジョージア・ルーマニア・ハン
ガリー・アゼルバイジャンの首脳が、ジョージアと

ルーマニアを結ぶ黒海海底エネルギーケーブルの開発
と地域における連結性に関する覚書を締結した。また
2023年２月３日、The Southern Gas Corridor Advisory 
Councilに並行して第一回目のGreen Energy Advisory 
Council Ministerial Meetingが開催された。ジョージ
アは再生可能エネルギーの供給力をさらに高めるべく
国内のインフラ開発を促進し、また200を超える水力
発電所の開発を進めている。本年中に、アナクリア深
港の建設も開始する。このように、連結性をキーワー
ドとした、諸々の点においてジョージアのEUへのアク
セスは、いわゆる需要と供給がマッチする、必然的な
ものとなっていくことであろう。

ジョージアは、リスクの分散、経済の多様化が重要
だといわれる現在の経済安全保障においても、一国の
市場に頼らず多くの市場に同時にアクセスできる意味
で、戦略的な拠点であるといえる。

日本とジョージア
日本との取り組みにおいても、重要な進歩がある。

多くの人々の努力により両国間の文化的なつながりは
円満であり、また、政治的・経済的にも様々な利害関
係の一致が高いレベルで共有され、これから本格的な
取り組みに着手できる体制が整っていると考えられる。
政治面に関しては、ジョージアも日本もロシアによる
ウクライナ侵略を非難し、さらにはウクライナ支援を
続けてきていることから、それぞれ法の支配を尊重す
る価値観を携えている。中央回廊やEUとの連結性に
おいて重要だとされるコーカサスと中央アジアの国々
の中で、ジョージアだけが明確にロシアによるウクラ
イナ侵略を非難している点は、普遍的価値をすでに共
有する両国のパートナーシップ上重要な手がかりであ
ろう。

昨年、ジョージアと日本との間で二国間クレジット
制度（JCM）の覚書が結ばれた。これによって脱炭素
関連事業での日本企業によるジョージアへの投資の促
進が期待される。

日本企業の皆様には、このような地経学的な変化を
いち早く理解いただき、さまざまな分野において協力
関係が見いだせるジョージアへ先駆的に進出いただく
ことを期待し、在日ジョージア大使館では積極的に情
報を発信していきたい。 

お問い合わせ

JOI事業企画部
E-mail：bd@joi.or.jp

在日ジョージア大使館
E-mail：tokyo.emb@mfa.gov.ge

駐日ジョージア大使
ティムラズ・レジャバ

1992年に来日し、その後ジョージア、日本、アメリ

カ、カナダで教育を受ける。2011年９月に早稲田大

学国際教養学部を卒業し、2012年５月キッコーマ

ン株式会社に入社。退社後はジョージア・日本間の

経済活動に携わり、2018年ジョージア外務省に入

省。2019年に在日ジョージア大使館臨時代理大使

に就任し、2021年より特命全権大使。
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